
（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

団体名 事業名 公営企業の名称

日立市 水道事業 日立市企業局

　平成23年度に「日立市水道事業総合基本計画」を策定し、アセットマネジメントの手法及び長期
財政収支計画を踏まえた計画的、効率的な事業運営を進めており、現状では、現行の体制で概ね
健全な運営が行えているため。

　必要に応じた、包括的民間委託の検討。(浄水場の維持管理業務等）

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者

制度
包括的

民間委託

○

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（事業の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（事業の概要） （検討状況・課題）

実施予定 年 月 日

検討中

平成

○
27 4 1

実施済 ○ 　受水契約する企業に対し、工場内で使用
する冷却水やトイレ用等として、工業用水
道を供給していたが、使用水量が減少し、
今後も使用する見込が無いことから、受水
企業全社から市条例に基づく給水施設使
用廃止届が提出されたため事業を廃止し
た。

全部廃止 一部廃止

○

取組事項 事業廃止

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者

制度
包括的

民間委託

団体名 事業名 公営企業の名称

日立市 工業用水道事業 日立市企業局

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

抜本的な改革の取組状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（事業の概要） （実施（予定）時期）

（事業の概要） （検討状況・課題）

検討中 ○   終末処理場施設の維持管理業務。

　現時点では、導入により軽減できる経費及び業務量が少ない見込みである。将
来的には技術職員数の減少等により、民間企業の活用は必要と考え、今後も職員
数が少なくなる時期や終末処理場施設規模の見直しの時期等を捉えながら、検討
を継続する。

実施予定 年 月 日

取組事項 包括的民間委託

実施済 平成

○

団体名 事業名 公営企業の名称

日立市 公共下水道事業 日立市企業局

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者

制度
包括的

民間委託

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（事業の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（事業の概要） （検討状況・課題）

実施予定 ○ 年 月 日

検討中

平成

○
28 4 1

実施済 日立市簡易水道事業は、中里地区簡易水
道（昭和51年認可）と、諏訪大平田地区簡
易水道（平成元年認可）に分けて事業経営
を行っているが、平成２８年４月１日に日立
市水道事業と統合し、事業廃止となる予
定。

全部廃止 一部廃止

○

取組事項 事業廃止

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者

制度
包括的

民間委託

団体名 事業名 公営企業の名称

日立市 簡易水道事業 簡易水道事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

○

・浄化槽管理基数が、３２０基前後で小規模であること。
・中山間地域であり、今後の人口減少の進展で休止・廃止浄化槽が増加し、さらなる規模縮小が
想定されるため。

・使用者の理解を得ながら、適正な使用料金へ段階的な引き上げを検討す
る。

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者

制度
包括的

民間委託

団体名 事業名 公営企業の名称

日立市 下水道事業 特定地域生活排水処理施設

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（事業の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（事業の概要） （検討状況・課題）

実施予定 年 月 日

検討中

平成

○
28 1 1

実施済 ○
取扱高の減少及び食料供給率の低下によ
り公設地方卸売市場を廃止し、民営化し
た。

全部民営化・
全部民間譲渡

一部民営化・
一部民間譲渡

○

取組事項 民営化・民間譲渡

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者

制度
包括的

民間委託

団体名 事業名 公営企業の名称

日立市 市場事業 公設地方卸売市場

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（事業の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（事業の概要） （検討状況・課題）

団体名 事業名 公営企業の名称

日立市 観光施設事業・その他事業 動物園事業

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者

制度
包括的

民間委託

取組事項 事業廃止

実施済 ○ 一般会計からの繰り入れの比重が以前より
大きくなり、受益者負担の透明性や独立採
算性を重視した特別会計の理念と合致して
いない状況を踏まえ、事業廃止した。
取組事項は「事業廃止」となっているが、特
別会計から一般会計に移行したものであ
り、従来の動物園営業と変わらない。

全部廃止 一部廃止

○

実施予定

平成

○
26 4 1

年 月 日

検討中

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（事業の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（事業の概要） （検討状況・課題）

日

検討中

○実施予定 年 月

平成

18 4 1

取組事項 指定管理者制度

○

実施済 ○
特別養護老人ホーム、デイサービス、短期
入所施設管理運営

代行制 利用料金制

抜本的な改革の取組状況 現行の経営
体制を継続事業廃止

民営化・
民間譲渡

地方独立
行政法人化

広域化・
広域連携

PFI
指定管理者

制度
包括的

民間委託

団体名 事業名 公営企業の名称

日立市 介護サービス事業 介護サービス事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成28年3月31日現在）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


